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総務省が自治体電子化のステップを公表
ブロードバンド整備のあり方にも地域の特色

自治体w

電子自治体のステップ

総務省は2001年10月に、電子政府へ

の取り組みスケジュールの全体像を示す

「電子政府・電子自治体推進プログラム」

を発表した。それによると、すでに2001

年10月から都道府県および政令市で運用

が始まっている地方公共団体を結ぶ総合

行政ネットワーク（LGWAN）について

は、2002年度以降、その他の市町村でも

順次接続を拡大し、2003年度内にすべて

の地方自治体での運用を開始するとして

いる。

住民基本台帳ネットワーク（住基ネッ

ト）は2002年８月に正式稼働し、2003

年８月には住基カードの交付が開始され

る。ただし住基ネットの運用にあたって

は、行政事務の効率化や利用者の利便性

の向上が期待される一方で、プライバシ

ー面の危険を懸念する声も依然として根

強い。東京都杉並区では2001年９月に、

住民情報の漏洩や不適切な使用により人

権侵害のおそれがある場合は、国に報告

を求めるなどの調査を行うとともに、住

基ネットへの情報提供を一時停止するな

どの必要な措置をとるとした条例を制定

したうえで本稼働に備えている。

民間の事業者や住民への行政サービス

面では、電子申請・届け出システムの構

築が認証基盤の整備とともに進められる。

電子申請システムは、2002年度に都道府

県など先行自治体から順次構築が始ま

り、2003年度にはその他の市町村へも拡

大するとしている。このほか、すでにいく

つかの自治体で始まっている電子調達に

ついても、2002年度以降、逐次拡大する。

地方税の電子申告については、2003年度

から順次可能な自治体でシステム構築が

始まる。また、地方選挙における電子投

票については、2002年６月に予定される

岡山県新見市を皮切りに、いくつかの試

行的な実施が予定されている。

サービス向上と市民参加への対応

電子自治体は単に行政の効率化だけが

目的ではない。サービスの向上や市民参

加の促進も重要な課題である。こうした

面での取り組みは全体的に遅れがちであ

るが、一部に先進的な事例もみられる。

住民サービス向上の例としては、福島

県葛尾村でテレビ電話を使った遠隔医療

システムの導入が高齢者の好評を得てい

る。同村は診療所はあるが医師は常駐し

ておらず、多くの高齢者が30km離れた

病院への通院を余儀なくされていた。そ

れが遠隔医療システムによって在宅で診

療が受けられるようになったわけだ。ただ

し、成功の要因は、単に遠隔システムを

使っただけではない。処方した薬を郵便

で届ける仕組みを取り入れたことが利用

の促進につながったという。これは地域

情報化におけるクリック＆モルタル型の

ビジネスモデル事例ともいえる。

市民参加と市民ニーズに対応した事例

としては、千葉県市川市が新たな取り組

みを始めている。同市は、市内外のコン

ビニに設置した公共端末やインターネッ

トによる行政サービスを先進的に進めて

きたことで知られるが、2001年７月には

市民電子会議室を設置した。さらに、

2002年１月には、ウェブを通じて寄せら

れた市民の声をグループウェアのデータベ

ースに蓄積し、市の職員全員で情報を共

有するシステムを稼働させた。これによっ

て、住民の声がどのように処理されてい

るかがひと目で分かるとともに、地域別

の住民ニーズの傾向分析などを通じて政

策立案に役立てることを目指している。

行政のあり方を顧客（市民）起点のもの

に変えようという試みである。

ブロードバンド網整備への取り組み

電子自治体の推進とともに、地域情報

化の課題としてブロードバンドへの関心も

高まっている。e-Japan構想では、情報

通信インフラの整備は民間主導を原則と

するが、地域情報化の戦略的な観点や、

デジタルデバイドへの対応として、公的

機関によるブロードバンド普及への取り

組みもみられる。

その１つは、岡山県など各県が構築を

進めている県内の公的機関を結ぶ大容量

ネットワークを民間事業者に開放する試

みである。こうした県レベルの取り組みは、

必ずしも公的機関がエンドユーザーへの

直接的なサービスを提供するものではな

いが、市町村レベルではエンドユーザーに

直接関わる支援やサービスもみられる。

そのやり方は、自前で整備をするものか

ら、民間事業者の参入促進を狙ったもの

まで、さまざまである。

たとえば東京都の荒川区では2001年度

から、光ファイバーのアクセス回線を利

用する世帯に３万円、事業所に５万円を

上限に初期工事費用を補助する制度を導

入した。民間事業者によるFTTHサービ

スが始まるなかで、他の区に先行してブ

ロードバンドの普及を促進させ、IT先進

区となることを目指した試行的な取り組

みである。

一方、群馬県の太田市では第三セクタ

ーの「ブロードバンドシティ太田」を設

立し、2001年８月からADSL接続サービ

スの提供を開始した。これは市がNTT収

容局を結ぶ地域バックボーンを構築し、

それを利用して第三セクターがエンドユー

ザー向けのサービスを提供する形態であ

る。月額利用料金はISP料金を含めて

2880円である。

このように、地域の情報インフラ整備

は一律の方式ではなく、それぞれの地域

の実情に応じて官民が役割をさまざまに

組み合わせた形で展開することになろう。

（杉井鏡生　インフォメーションコーディネータ）
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